
＜ケース事例＞

　私（A）は建設工事の特定元方事業者Y社の労
働組合において執行委員長を務めている。ある
マンション工事現場をY社現場監督Bと合同で
安全パトロールしたところ、下請労働者のほか、
2次下請C社から業務委託を受けた一人親方X
が現場で造作工事に就業していたが、危険箇所
への立入禁止が明示されていない上、本人持ち
込みの丸のこ盤において、歯の接触予防装置が
取り外されていた。BはC社に対して、立入禁止
の表示を徹底するよう指示するとともに、丸の
こ盤の接触予防装置の使用につき、Xに直接注
意したところ、同注意に対し不満げな顔をし、
何か言いたげであった。労働組合として、フリー
ランス保護のため、如何なる活動・支援等が考
えられるだろうか。

1　はじめに

建設業は製造業と並び、墜落等による重大労働災
害が生じるリスクが高く¹、建設現場の元方事業者²
及び労働者を直接雇用する事業者等に対し、労働安
全衛生法（以下、安衛法）は様々な規制を課してきた
が、労働者に該当しない一人親方等を法の保護対象
と解してこなかった。これに対して、令和3年5月の
建設アスベスト事件最高裁判決等を受け、厚労省は、
建設現場における一人親方等の保護を図るべく、ま
ずは政省令改正を先行させ、さらに令和7年通常国
会において改正安衛法が成立し、順次改正法の施行
を通じて、対策強化に乗り出している。本稿では、ケー

ス事例を示しつつ、改正の背景及び一連の改正内容
を紹介し、一人親方等への安全衛生対策の現状と課
題³、さらに労働組合が果たす役割について論じる。

２　最高裁判決のインパクトと 
　　政省令改正

（１）安衛法における一人親方の位置付けと
　　最高裁判決
従来、労働者に該当しない一人親方などの個人事
業者は、原則として同法が適用されない状況が続い
ていたが、令和3年5月17日最高裁第1小法廷判決（神
奈川第1陣建設アスベスト国賠判決）は、「労働者」に
該当しない一人親方等を対象とした安全衛生規制権
限不行使を理由とした国家賠償請求を認容した。同
判決は安衛法の目的規定（1条）に限定せず、各条文
の趣旨・目的から、国賠法上の保護対象を画定した上
で、同一の建設現場において、一人親方等と労働者が
混在しながら、同種の石綿作業に従事し、石綿暴露に
よる健康障害の危険性は同一であった点を適示し、「労
働者に該当しない者が，労働者と同じ場所で働き，健
康障害を生ずるおそれのある物を取り扱う場合に，
安衛法57条が労働者に該当しない者を当然に保護
の対象外としているとは解し難い」（下線部筆者）と
の判断を導き、国の監督権限不行使等を理由とする
国家賠償請求を認容した。このように同判決は、安衛
法に基づく保護法益が労働者のみならず、条文ごと
の趣旨・目的から、「労働者に該当しない者」にも及ぶ
と解しており、この点に大きな意義がある⁴。
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（２）令和5〜7年の政省令改正内容
同最高裁判決を受け、厚労省はまず個人事業者の
有害業務に伴う健康障害防止を目的とした政省令改
正に乗り出し、令和4年4月15日付けで改正政省令を
公布し、令和5年4月1日に先行施行した。同省令改正
の理由につき、厚労省担当者は「最高裁の法解釈によっ
て、これまで労働者に限定していた安衛法の保護範
囲に関する考え方を見直す必要が生じている」とす
る⁵。同省令改正に係る行政通達⁶では本省令改正の
目的・内容につき、「労働者と同じ場所で働く労働者
以外の一人親方等に対しても、労働者と同等の保護
措置を図る」とともに、有害性の警告表示の内容の適
正化を図る観点から、法27条に基づく安衛則、有機
則その他安全衛生関連規則（全11省令）の改正を行っ
た。具体的には当該健康障害に係る業務又は作業を
行う事業者に対し、以下義務を課すこととした。①
健康障害防止のための設備等の稼働・使用・整備・設
置等に関する配慮義務の新設、②作業実施上の健康
障害防止（作業方法、保護具使用等）に関する周知義
務の新設、③特定の場所への立ち入り禁止・退避等に
関する周知義務の新設、④有害物の有害性等に関す
る掲示による周知等の対象拡大および⑤労働者以外
の者による立入禁止の遵守義務の対象拡大等である。
さらに厚労省は令和5年政省令改正において未対
応であった「物の危険性及び場の危険性」につき、令
和6年4月30日付け政省令改正を行い⁷、令和7年4月
から施行した。改正対象となった政省令としては、作
業場所に起因する危険性に対処する法20条、21条、
25条および25条の2に基づく省令、さらには作業場
に設置する通路等、照明等設備の設置に係る規制と
して、法23条に基づく省令等であり、いずれも個人
事業者等につき、労働者と同等の措置を直近上位の
請負事業者に求めるものである。　　　
前記一連の省令改正では、最高裁判決を踏まえ、事
業者による一人親方等への「周知」「掲示」など情報提
供義務を中心に新たな規制が設けられた。また局所
排気装置の稼働などの「配慮措置」が定められたが、
前記行政通達は「事業者が設備を稼働させることの
ほか、請負人に対し、請負人が当該設備を稼働させる
ことを許可すること、請負人に対し当該設備の稼働
について助言すること等が含まれる」とする。他方で、
労働者を雇用する事業者に対し、安衛則123条に定
める「丸のこ盤に歯の接触予防装置を設けること」な
ど労働者への「安全装置使用」の措置義務が課せられ
ているが、本政省令改正は、一人親方と業務委託契約
等を締結する直近上位の請負事業者に同措置義務を
課すものではない⁸。

（３）責任主体について
政省令改正を通じて、個人事業者等に対する安全
衛生上の対策が強化されることとなったが、「労働者」
と比べ課題となるのが責任主体の所在である。これ
につき、厚労省は有害物、作業環境の安全確保に係る
配慮義務等を負うべき主体は請負契約の相手方であ
り、重層下請関係において、一人親方との請負契約主
体が2次下請であれば同請負人が義務主体となり、1
次下請・元方事業者はその責任を負わないとする。ま
た前記のとおり、個人事業者等の安全衛生確保にあ
たり、特定元方事業者には、総括安全衛生管理責任と
ともに、法・政省令等に違反している場合の必要な指
示（法29条）を行わなければならず⁹、後述のとおり法
改正も行われている。

３　令和7年法改正内容について

（１）法改正の概要
政省令改正では対応しえない問題につき法案提出
がなされ、令和7年5月8日に改正安衛法等が可決成
立した¹⁰。同改正法では、まず安衛法における保護お
よび義務の主体に、個人事業者等（法文では「関係請
負人に係る作業従事者」（法29条等）が含まれる¹¹こ
とを示し、個人事業者の定義を「労働者以外の者で労
働者と同一の場所において仕事の作業に従事するも
の」（法4条等）とする¹²。その上で、個人事業者等自身
による措置、注文者等による措置、個人事業者等によ
る労働基準監督署等への申告および個人事業者等の
業務上災害の報告制度の創設などが行われ、順次施
行されている¹³。

（２）個人事業者等の法的責任
まず個人事業者等の災害を防止するためには、個
人事業者等自身による措置が重要である。本改正では、
まず安衛法4条の労働者の責務規定を参考に、個人
事業者等についても自身の災害や労働災害を防止す
るために必要な責務を規定する。さらに危険箇所等
への立入禁止等の措置等につき、個人事業者等への
義務づけも罰則付きで規定化される（安衛法26条）。
さらに機械等の安全確保につき、構造規格又は安全
装置を具備しない機械等の使用禁止、定期自主検査
につき、個人事業者等にも義務づけされるとともに、
安全教育（特別教育の修了等）およびクレーン作業な
どの危険有害業務に係る免許・技能講習等も同様に
義務づける（いずれも令和8年4月1日施行）。
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（３）特定元方事業者等への
　　総括安全衛生管理責任の強化
次に個人事業者等の安全衛生対策強化策として、「建
設業等における混在作業環境における連絡調整」が
重要である。同改正では、新たに建設業・造船業の特
定元方事業者に対し、一の場所で個人事業者等が労
働者と混在して作業を行っている場合、安衛法上30
条及び30条の2等に基づく以下の統括管理責任等を
明確に義務づけることとした。①協議組織の設置及
び運営、②作業間の連絡及び調整、③作業場所の巡視、
④関係請負人が行う労働者の安全衛生教育に対する
指導及び援助、⑤仕事の工程に関する計画、作業場所
における機械、設備等の配置計画作成及び機械・設備
等を使用する作業に関する指導、⑥その他労働災害
を防止するために必要な措置として、クレーン等の
運転についての合図の統一、事故現場等の標識の統
一等。
また法29条に定める元方事業者の講ずべき措置（当
該仕事に関し、この法律又はこれに基づく命令の規
定に違反しないよう必要な指導等）の対象に「関係請
負人及びその労働者」のみならず、「関係請負人に係
る作業従事者」も含まれることにつき、条文上明確化
された¹⁴。

（４）災害発生状況の報告・監督署への申告
本改正では、個人事業者等の業務上災害の報告制
度の創設が盛り込まれた（令和9年1月1日施行分）。
まず個人事業者等が業務に伴って休業4日以上の災
害に被災した場合には、当該場所の直近上位の注文
者たる特定注文者（当該者が存在しない場合には、災
害発生場所（事業場等）を管理する事業者　以下報告
主体）が労働基準監督署に業務上災害について遅滞
なく業務上災害報告を義務づける。具体的には、個人
事業者等が災害発生の事実を伝達・報告することが
可能な場合には、報告主体に業務上災害について遅
滞なく報告することを義務づけ、報告主体はその内
容を踏まえ、必要事項を補足した上で労働基準監督
署に遅滞なく報告することを義務づける。また、これ
に合わせ、業務上災害の報告の適正化のため、報告主
体は、個人事業者が法令上の義務となる業務上災害
の報告を行ったことを理由として、不利益取扱いを
行ってはならない旨、明文で定めた。
さらに個人事業者の過重労働による脳・心臓疾患
及び精神障害の報告の仕組みについては、上記と区
別して、個人事業者自身による労基署への報告、業種・
職種別団体（特別加入団体含む）が当該個人事業者に
よる報告を代行する等の支援が予定されている。ま

た個人事業者等が「事業場にこの法律又はこれに基
づく命令の規定に違反する事実があるとき」には、労
基署への申告制度の対象とし、同申告を理由とした
契約解除などの不利益取扱いを明確に禁止する（法
97条）。

４　同改正の意義と課題 
　　—ケース事例の検討・対応と 
　　労働組合の役割—

（１）本改正の意義と請負事業者・ 
　　特定元方事業者の義務
同改正によって、直近上位の請負会社に対し、個人
事業者への有害物、作業環境に伴うリスクに対する防
止対策が明確化されることとなり、災害防止効果が強
く期待される。ケース事例でいえば、まずY社と協力
し、請負会社C社は一人親方を含め、危険場所への立
入禁止する旨を見やすい箇所に表示する等を講じる
こと(安衛法26条・安衛則585条等)が義務づけられる。
さらに令和7年法改正によって、特定元方事業者によ
る統括安全管理責任が明確化されたことの意義は大
きい。ケース事例で見ると、まず一人親方Xが自ら持
ち込んだ丸のこ盤において、歯の接触予防装置等を
外し、不安全な方法で現場工事を行っていたが、これ
は法20条・安衛則123条等に基づく必要な措置に違反
する。本改正において、特定元方事業者Y社は法29条
に基づき、個人事業者等に対し、当該仕事に関し、安
衛法等に違反しないよう必要な指示をなすことが明
確化されており、Y社の現場監督Bは、統括安全衛生
管理として職場巡視等の上、一人親方Xが構造規格
違反の丸のこ盤を使用していることを現認した場合、
当然に必要な指導を行わなければならない。また建
設現場における安全衛生協議会に、一人親方Xら個
人事業者等の参加促進をなし、作業間の連絡・調整等
を講じる必要もある。

（２）個人事業者および請負事業者等の 
　　法的責任の在り方と課題
今回の一連の改正は、法に定める丸のこ盤の安全
装置使用等は、個人事業者等自身がコントロール可
能とし、法26条に基づき個人事業者等の法的義務で
あることが明確化された。まずはX自身の安全履行
を求めるものであるが、現場では請負会社等から一
人親方等が工事を急かされ、やむなく安全装置を取
り外し、作業に従事する事態も想定されうる。請負会
社からの構造規格違反の黙認あるいは指示等に対し
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て、特定元方事業者等への相談、さらには労基署への
申告による解決も考えられるが、契約解消の恐れ等
から同相談・申告自体も容易でない。さらに一人親方
等が実態として業務委託ではなく、労働者に該当す
る場合もありうる。
例えばケース事例において、Xが直近上位の請負
会社C社等から、時間的場所的拘束を受け、業務遂行
方法・時間配分等につき具体的な指揮監督を受け、さ
らに専属性が高く、自らの計算と責任の下、事業活動
を行っているとは言いがたい場合、労働者性が認め
られ¹⁵（偽装雇用）、構造規格違反の丸のこ盤を「使用
させた」請負会社C社等の措置義務違反（法20条・安
衛則123条違反）が明確に問われる場合もありうる。

（３）労働組合が果たしうる役割とは
労働組合としては、まず今回の一連の改正を通じて、

「有害物」および「物・場所」における危険等につき、安
衛法上、建設現場における一人親方への保護・規制が
強化された点につき、自社はもちろん下請会社労働者・
一人親方等への周知を図る役割が期待される。
他方で本改正は、丸のこ盤の安全装置使用等の「措
置義務」につき、個人事業者自身がコントロールすべ
きとするが、前記のとおり、請負会社から同違反を指
示されたり、さらには「偽装雇用」のケースも生じう
るところ、ケース事例におけるXの不満げな顔には、
そのような背景事情が隠されている可能性もある。
安衛法違反等に係る労基署への申告、さらには災害
発生状況の報告の適正な運用はもちろん、令和8年
12月1日から、フリーランスによる通報も公益通報
者保護法改正によって保護対象となる。安衛法違反
もこの公益通報者保護法の保護対象とされているこ
とからも、労働組合が現場の一人親方等から職場の
安全衛生に関する不満・相談等を広く受け付け、助言
等さらには事業者・元方事業者との労使協議・交渉¹⁶
を行い、早急な解決の一翼を担うことが期待される。
また時に労基署への申告、公益通報者保護による解
決にあたり、労働組合が一人親方等に寄り添い、様々
な支援等を行うなどの役割も果たしうる¹⁷。労働者
性判断を含め、安衛法の的確な運用と一人親方等の
就業災害防止における労働組合への期待が大である。

【注】

１　�厚労省「令和6年の労働災害発生状況」（令和7年5月30日厚労省
HP公表）において、死亡労働災害の業種別件数の多い順に、建
設業が232人、製造業が142人（全体の死亡者数732人）であり、建
設業が実に3割強を占める。

２　�元方事業者とは、発注者から最初に仕事を請け負った事業者で
あり、「一の場所において行う事業の仕事の一部を請負人に請
け負わせているもの」（安衛法15条）を指し、建設業および造船
業における元方事業者を安衛法は「特定元方事業者」と定め、同
法30条等において特別の規制を設けている。

３　�本稿では紙幅の関係から検討できなかったが、個人事業者等の
健康管理・過重労働・メンタルヘルス対策も極めて重要な課題
である。厚労省「個人事業者等の健康管理に関するガイドライン」
（基発0528第1号　令和6年5月28日）参照。

４　�拙稿「雇用類似と労働安全衛生法」日本労働法学会誌136号40頁。
その他判例評釈として井村真己・ジュリ臨増1579号190頁、鎌田
耕一・季労274号238頁、石﨑由希子・ジュリ1582号113頁など。

５　�中村宇一(厚労省)「個人事業者に対する安全衛生対策について
〜建設アスベスト訴訟最高裁判決を踏まえた対応と個人事業
者保護強化の検討〜」日本産業保険法学会会報第6号

６　�令和4年4月15日基発0415第1号「労働安全衛生規則等の一部を
改正する省令の施行等について」

７　�令和6年4月30日基発0430第4号「労働安全衛生規則等の一部を
改正する省令の施行等について」

８　�安衛法における事業者への「措置義務」と労働契約における「指
揮命令」との関係については、拙稿・前掲注4）45-49頁において
検討したことがある。

９　�重層下請関係における措置義務者については、厚労省・前掲注6）
8頁。また特定元方事業者の講ずべき措置（法29条関係）は同9頁。

10　�改正安衛法の公布通達は令和7年5月14日基発0514第1号「労働
安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律について」、
施行通達は令和8年3月30日基発0330第1号「労働安全衛生法施
行令及び労働安全衛生法関係手数料令の一部を改正する政令
等（個人事業者等関係）の施行について」。

11　�厚労省の前記通達等では、個人事業者とともに、中小事業の事
業主や役員についても、個人事業者と同様に安衛法における保
護対象や義務の主体として位置づけ、同事業主等を合わせて「個
人事業主等」とし、安衛法上、機械等の使用制限等につき一定の
規制を設けている。

12　�一連の改正では、「労働者と同一の場所において仕事の作業に
従事する」個人事業者等を保護対象とするが、この場所的判断
基準については、前掲注10の施行通達8頁参照。通常は労働者が
作業を行っているが、一時的に作業場所に不在であることのみ
をもって、直ちに「労働者と同一の場所」に該当しないと判断す
べきではないとする、

13　�改正安衛法の意義と課題等に関する先行研究として、三柴丈典「令
和7年の安衛法改正について」産業保健法学会誌4巻2号25頁、
原俊之「改正労働安全衛生法の意義と課題」季労291号39頁など。
また鎌田耕一・長谷川聡編「フリーランスの働き方と法（第2版）」
（2025、日本法令）の拙稿「フリーランスの安全衛生政策」同書
430頁参照。

14　�その他の注文者等の措置内容として、作業場所管理事業者への
新たな規制等がある。詳細は厚労省・前掲注10）のほか、鎌田耕
一ほか編・前掲注13）453頁など参照。

15　�フリーランスの労働者性判断に関する拙稿「フリーランスの法
的地位についてー労働基準監督行政における課題と対応を中
心にー」として、鎌田耕一・長谷川聡編・前掲注13）214頁。

16　�朝日放送事件（最3小判平成7年2月28日労判668号11頁）は、「従
業員の基本的な労働条件等について、雇用主である請負三社と
部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的に支配、決
定することができる地位にあった」場合、番組制作会社の労働
者が組織する労働組合との関係において、発注会社（同事件で
は放送局）が労組法7条の「使用者」に該当するとし、団交義務を
認める。したがって、本検討でいえば、一人親方等が労働者に該
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当しない場合であっても、職場の安全衛生につき、請負会社・特
定元方事業者が現実的かつ具体的に支配・決定できる地位にあ
る（まさに改正法がその立場にあることを前提とする）ことから、
労組法上の使用者に該当する可能性があり、一人親方を組織し
た労働組合が団体交渉を求めることが十分に想定されうる。

17　�労働組合による公益通報者保護のあり方を論じるものとして、
日野勝吾「企業不祥事と公益通報者保護」（有信堂、2020）85頁。
日野教授は、特に労働組合等が公益通報者の「支援」として、「具
体的には、通報に至るまでの相談（アドバイス）体制から公益通
報者保護法（あるいは内部告発に係る裁判所による保護法理）
による法的保護を受けるのか、それとも裁判外において交渉を
すすめるのかなど」の「公益通報に係る発意・準備段階から公益
通報後のフォロー」などをイギリスの比較法研究の下、論じて
おり、参考になる。
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